
埼玉憲法会議・共同センター

年内200万署名、中学校区単位の組織めざす
　埼玉共同センターは、4月8日事務局団体会議を開催し、『読売』（４月３日付）の世論調査結果にもあるように、海外派兵などをテコに改憲勢力が巻き返しをはかってきており、来年５月の「改憲手続き法」施行までにたたかう体制の強化が求められていることを確認。

　総会方針である年内200万署名到達と、中学校区単位のたたかう組織作りをどう前進させるかを話し合いました。

　埼玉県内の有権者は570万人で、その過半数はおよそ285万人。中学校が423あり、その校区単位でみると平均7000人で過半数となります。

　ほぼ全県下を網羅している49の地域共同センターが中心となって新たなたたかう体制作りを進めることになりました。そのために、県レベルの労働組合、団体が大会方針などで、基本方向を提案し、特別な会議を７月に開催します。

　当面の取り組みとして、5月3日に７千人規模の意見広告と、5月13日に小森陽一（９条の会事務局長）さんの憲法講演会を成功させるために全力をあげています。　　　　　＜埼玉共同センター　渡辺＞

 大阪自治労連
５月に府下自治体へ「憲法キャラバン」を実施
　大阪自治労連は「2009年春闘・憲法闘争交流集会」を3月28日に大阪グリーン会館で開催しました。各職場、地域での春闘の闘いを報告・交流し、5月に大阪府下の首長等と懇談する「憲法キャラバン」の実施方針を提起。一橋大学大学院教授の渡辺治氏を招いて、今日の政局と、これからの憲法闘争の意義について学習を深めました。　　　　　　　＜自治労連Ｊメール　　第195号　2009年4月16日（木）＞
【転送転載歓迎、各地のニュースに活用してください】
共同センターNEWS





憲法改悪反対共同センター 


文京区湯島2-4-4全労連会館　03-5842-5611 (FAX5842-5620) 
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